
令 和 ５ 年 度

さぬき市監査委員

さぬき市健全化判断比率　審査意見書

さぬき市資金不足比率　  審査意見書



１ 審査の概要

礎となる事項を記載した書類が適正に作成されているかどうかを主眼として実施した。

２ 審査の結果

（１） 総合意見

いずれも適正に作成されているものと認められた。

【財政健全化判断比率年度別推移表】

（２） 個別意見

①実質赤字比率について

②連結実質赤字比率について

ている。【表1】参照

③実質公債費比率について

更なる低減に努められたい。【表2】参照

0.2ポイント悪化しているが、早期健全化基準の25.0％の範囲内である。

これについては、令和２年度以降、下水道事業が地方公営企業法の財務規定

等を適用し、企業会計へ移行したことにより、地方債の償還の財源に充てたと

実質公債費比率については、前年度との比較では僅かに悪化しており、香川県内

自治体の中で特に順位が低く、今後、悪化することも想定されるところであり、

令和５年度一般会計等（普通会計）の実質収支額は、522,949千円（対前年度

223,428千円減）で、実質赤字比率は△3.37％の黒字である。

当市の早期健全化基準12.74％を下回り、健全性は保たれている。【表1】参照

令和５年度の連結実質赤字比率は、一般会計等３会計、公営事業会計６会計及

び法適用公営企業会計２会計、法非適用公営企業会計１会計の計１２会計で

△15.49％と黒字であり、当市の早期健全化基準17.74%を下回り、健全性は保たれ

令和５年度の実質公債費比率（３か年平均）は11.7％で、前年度の11.5％より

認められる繰入金が減少したものの、標準財政規模となる普通交付税や臨時財政

対策債発行可能額が大幅に減少したことが主な要因となっている。

令和５年度健全化判断比率審査意見書

財政健全化の審査に当たっては、市長から提出された健全化判断比率及びその算定の基

審査に付された健全化判断比率及びその算定の基礎となる事項を記載した書類は、

健全化判断比率 令和3年度 令和4年度 令和5年度 早 期 健 全 化 基 準

①実質赤字比率 △ 7.64％ △ 4.84％ △ 3.37％ 12.74％

②連結実質赤字比率 △ 21.90％ △ 23.58％ △ 15.49％ 17.74％

③実質公債費比率 12.4％ 11.5％ 11.7％ 25.0％

④将来負担比率 △ 73.7％ △ 94.4％ △ 98.3％ 350.0％
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④将来負担比率について

（３） 是正改善を要する事項

　特に指摘すべきことはない。

令和５年度の将来負担比率は△98.3％で、前年度の△94.4％から△3.9ポイント

【表3】参照

減少しており、早期健全化基準の350.0％を下回り、健全性は保たれている。

2



【表1】　実質・連結実質赤字比率年度別推移表 （単位：千円）

△ 15.49％ △ 1.66％連結実質黒字・赤字比率 △ 13.83％ △ 14.94％ △ 14.54％ △ 21.90％ △ 23.58％

4,825

2,398,249 317,461

標 準 財 政 規 模 15,043,925 15,074,263 15,501,853 15,973,092 15,402,376 15,473,433 429,508

合　　　　　　　計 2,080,788 2,252,360 2,254,197 3,498,178 3,632,430

197 15

小　　　　　　　計 1,208,507 1,283,437 1,380,404 2,276,666 2,886,053 1,875,300 666,793

法非適用企業

観光事業特別会計 182 148 94 108 157

漁業集落排水事業
特別会計 877

農業集落排水事業
特別会計 828 4,245 0 0 0 0

公共下水道事業特別会計 2,778 338,645 0 0

下 水 道 事 業 会 計 0 0 61,667 141,098

病院事業会計 813,170 563,748 1,014,470 1,718,103 2,189,324

水道事業会計 0 0 0 0 0

90,489 △ 180,924

△ 3.37％ 2.42％

15,473,433 429,508

4,207

津田診療所事業特別会計 969 176 541 32,065 22,860

多和診療所事業特別会計

介護サービス事業
特別会計

772 549

58,641

545 524

20,064 19,099

512

22,812

20,156 20,048

60,209

標 準 財 政 規 模 15,043,925 15,074,263 15,501,853 15,973,092 15,402,376

比

実 質 収 支 額

97,352 89,814 8,910 10,169 0

共通商品券発行事業
特別会計 15,841 15,270 15,993 21,076

△ 60,209

一 般 会 計 796,231 856,301 767,986 1,191,526 716,052 502,901 △ 293,330

後期高齢者医療事業
特別会計 1,604 1,139

194,599

903 719

令和5年度
平成30年度

1,220

14,083 13,114

25,914 5,850

484 △ 28

23,716 26,143

50,262 50,262

0 0

204,329

872,281 968,923 873,793 1,221,512 746,377 522,949 △ 349,332

資 金 不 足 ・ 剰 余 額

1,431,573 618,403

0 0 △ 2,778

△ 828

0 0 0 0

△ 384

136,690 247,870 261,078 164,968

令和3年度 令和4年度

小　　　　　　　計

一般会計等に
属する

特別会計

一
般
会
計
等

建設残土処分場事業
特別会計

実質黒字・赤字比率 △ 4.84％

222

介護保険事業特別会計 96,110

国民健康保険事業
特別会計 271,413 277,431 220,752 223,395

△ 5.79％ △ 6.42％ △ 5.63％ △ 7.64％

一般会計等以外
の特別会計のう
ち公営企業に係
る特別会計以外

の会計

73,436

法適用企業

△ 877

項 目
平成30年度 令和元年度 令和2年度
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【表2】　実質公債費比率年度別推移表 （単位：千円）

②

⑥

⑦

⑧

⑫

⑬

⑭

11.7% △ 1.4％実質公債費比率（３か年平均） 13.1% 13.7% 13.2% 12.4% 11.5%

12,410,808 552,247

実質公債費比率（単年度） 13.991% 14.683% 11.004% 11.604% 12.131% 11.649% △ 2.342％

分母合計{⑫+⑬+⑭ -（⑨～⑪）} 11,858,561 11,821,091 12,257,826 12,748,278 12,275,819

89,122 △ 724,968

小　　　　　　　計 15,043,925 15,074,263 15,501,853 15,973,092 15,402,376 15,473,433 429,508

臨時財政対策債発行可能額 814,090 631,660 598,046 753,900 199,983

6,910,297 359,880

普通交付税額 7,679,418 7,911,517 8,024,150 8,746,106 8,525,821 8,474,014 794,596

標準税収入額等 6,550,417 6,531,086 6,879,657 6,473,086 6,676,572

⑩ 2,511,892

⑪ 62,59757,310

3,107,294 △ 136,722

分子合計{（①～⑦）- ⑧ -（⑨～⑪）} 1,659,161 1,735,673 1,348,871 1,479,248 1,489,218 1,445,710 △ 213,451

小　　　　　　　計 3,244,016 3,316,095 3,305,832 3,281,024 3,175,472

69,925 70,551 13,720

56,210 48,915

599,455

2,597,665

56,052

事業費補正により基準財政需要額
に算入された公債費

災害復旧費等に係る基準財政需要
額

密度補正により基準財政需要額に
算入された元利償還金及び準元利
償還金（ただし、④～⑦に係るも
のは地方債の元利償還額を基礎と
して算入されたものに限る）

56,831

2,593,065 2,509,557 2,432,319 △ 79,573

△ 56,886573,520

2,613,197

小　　　　　　　計 4,903,177 5,051,768 4,654,703 4,760,272 4,664,690 4,553,004 △ 350,173

44,669 △ 13,983

⑨ 616,641 569,152 547,075 559,755

特定財源の額 58,652 62,923 61,805

0 0 0 0

公債費に準ずる債務負担行為に係るもの 6,588 6,797 2,952 0 0 0 △ 6,588

0 △ 103

944,169 913,597 △ 517,224

⑤
一部事務組合等の起こした地方債
に充てたと認められる補助金又は
負担金

78,967 71,078 72,263 97,830 96,986

④
公営企業に要する経費の財源とす
る地方債の償還の財源に充てたと
認められる繰入金

1,430,821 1,399,805 1,013,634 1,030,608

105,902 26,935

一時借入金の利子 103

積立不足額を考慮して算定した額 0 0 0 0 0 0 0

③
満期一括償還地方債の１年当たり
の元金償還金に相当するもの

0 0 0 0 0 0 0

①
元利償還金の額（繰上償還額等を
除く）

3,386,698 3,574,088 3,565,854 3,631,834

比

3,623,535 3,533,505 146,807

平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
平成30年度

項 目
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【表3】　将来負担比率年度別推移表 （単位：千円）

△ 98.3％ △ 66.1％将 来 負 担 比 率 △ 32.2％ △ 40.2％ △ 57.7％ △ 73.7％ △ 94.4％

3,062,625 △ 122,739

標準財政規模（Ｃ）－算入公債費等の額（Ｄ） 11,858,561 11,821,091 12,257,826 12,748,278 12,275,819 12,410,808 552,247

算入公債費等の額（Ｄ） 3,185,364 3,253,172 3,244,027 3,224,814 3,126,557

△ 12,209,563 △ 8,384,709

標準財政規模（Ｃ） 15,043,925 15,074,263 15,501,853 15,973,092 15,402,376 15,473,433 429,508

合計（Ａ）－合計（Ｂ） △ 3,824,854 △ 4,756,581 △ 7,084,987 △ 9,406,163 △ 11,588,376

△ 110,480

22,371,277 △ 8,208,694

合　　　　計（Ｂ） 44,939,542 43,653,571 42,136,789 40,828,338 39,162,945 37,364,306 △ 7,575,236

基準財政需要額算入見込額 30,579,971 29,406,973 27,851,717 25,892,151 24,087,353

25,154,743 △ 15,959,945

充
当
可
能

財
源
等

充 当 可 能 基 金 14,054,227 13,987,647 14,057,565 14,731,583 14,870,067 14,798,165

合　　　　計（Ａ） 41,114,688 38,896,990 35,051,802 31,422,175 27,574,569

743,938

充 当 可 能 特 定 歳 入 305,344 258,951 227,507 204,604 205,525 194,864

388,459 151,309 151,309

0 0

組合連結実質赤字額負担見込額 0 0 0 0 0 0 0

連 結 実 質 赤 字 額 0 0 0 0 0

5,901,309 5,373,389 △ 6,588,489

428,559 332,785 227,227 △ 274,759

退 職 手 当 負 担 見 込 額 1,968,661 1,939,931 1,851,828 1,940,844 1,907,478 1,923,122 △ 45,539

19,044,538 17,479,696 △ 8,667,995

債務負担行為に基づく支出予定額 534,472 528,174 4,188 1,396 0 0 △ 534,472
将

来

負

担

額

地 方 債 の 現 在 高 26,147,691 24,468,342 22,922,671 21,228,873

組 合 負 担 等 見 込 額 501,986 571,652 515,026

公営企業債等繰入見込額 11,961,878 11,388,891 9,258,810 7,433,655

設立法人の負債額等負担見込額 0 0 499,279 388,848

比
項 目 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

平成30年度
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実質公債費比率

13.7％ 13.2％
12.4％

11.5％ 11.7％

△ 40.2％

△ 57.7％

△ 73.7％ △ 94.4％
△ 98.3％

△ 100.0％

△ 90.0％

△ 80.0％

△ 70.0％

△ 60.0％

△ 50.0％

△ 40.0％

△ 30.0％

△ 20.0％

△ 10.0％

0.0％

2.0％

4.0％

6.0％

8.0％

10.0％

12.0％

14.0％

16.0％

18.0％

元 2 3 4 5

実質公債費比率・将来負担比率の推移

実質公債費比率 将来負担比率 年度

968,923 873,793

1,221,512

746,377
522,949

△ 6.42％

△ 5.63％

△ 7.64％

△ 4.84％

△ 3.37％

△ 9.00％

△ 7.00％

△ 5.00％

△ 3.00％

△ 1.00％0

200,000

400,000

600,000

800,000

1,000,000

元 2 3 4 5

実質収支額・実質赤字比率の推移
実質収支額

実質赤字比率

年度

千円

2,252,360 2,254,197

3,498,178 3,632,430

2,398,249

△ 14.94％ △ 14.54％
△ 21.90％

△ 23.58％
△ 15.49％

△ 30.00％

△ 25.00％

△ 20.00％

△ 15.00％

△ 10.00％

△ 5.00％

0

1,000,000

2,000,000

3,000,000

4,000,000

5,000,000

元 2 3 4 5

連結実質収支額・連結実質赤字比率の推移

連結実質赤字比率

連結実質収支額

千円

年度

実質公債費比率 将来負担比率
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年度

さぬき市

高松市

丸亀市

坂出市

善通寺市

観音寺市

東かがわ市

三豊市

※各市の値は、香川県市町行財政要覧から引用。
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善通寺市 観音寺市 東かがわ市 三豊市

年度

年度

さぬき市

さぬき市

7



１ 審査の概要

２ 審査の結果

（１） 総合意見

れも適正に作成されているものと認められる。

注意）　「資金不足額・剰余額」は、資金不足の場合、負の値で表示している。

（２） 個別意見

①資金不足比率について

　今後とも引き続き経営健全化に努められたい。

（３） 是正改善を要する事項

　　特に指摘すべきことはない。

記

公 営 企 業 会 計 の 名 称 資金不足額・剰余額 資 金 不 足 比 率

病 院 事 業 会 計 1,431,573千円 －

　審査に付された資金不足比率及びその算定の基礎となる事項を記載した書類は、いず

　経営健全化の審査に当たっては、市長から提出された資金不足比率及びその算定の基

礎となる事項を記載した書類が適正に作成されているかどうかを主眼として実施した。

令和５年度公営企業会計資金不足比率審査意見書

　令和５年度の資金不足額・剰余額は、全特別会計で黒字である。

下 水 道 事 業 会 計 50,262千円 －

観 光 事 業 特 別 会 計 197千円 －
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